
なのはな居宅介護支援事業所重要事項説明書
＜令和６年４月１日 現在＞

１ 事業の目的
医療法人三秋会が開設するなのはな居宅介護支援事業所が行う居宅介護事業の適正な運営

を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が、要介
護状態にある高齢者に対し、適正な居宅介護支援を提供することを目的とします。

２ 運営の方針
① 事業所の介護支援専門員は、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力
に応じ自立した日常生活を営むことができるよう配慮します。

② 事業所の介護支援専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、
利用者の選択に基づき、適切な保健・医療・福祉サービスを多様な事業者から総合的か
つ効率的に提供されるよう配慮します。

③ 事業所の介護支援専門員は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立
って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事
業所に不当に偏することのないよう、複数の事業所を紹介するなどし、公平中立に行い
ます。

④ 事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画に基づくサービスの提供が確保される
ようサービス事業者との連絡調整その他の便宜の提供を行い、介護保険施設への入所を
希望する場合にあっては、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行います。

⑤ 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスと綿密な連
携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。

⑥ 事業の実施に当たっては、常に地域包括支援センターとの連携を図り、積極的に支援
困難な事例の受け入れに努めます。

⑦ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、
身体的拘束等を行ってはならないこととし、身体的拘束等を行う場合は、その態様及び
時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。

⑧ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要なサービスを継続的に提供できる体制
を構築するため、業務継続に向けた計画の策定を行います。

３ 職員体制
職 種 常勤 業 務 内 容
管理者 １ 事業所・業務の管理及び居宅介護支援の提供

主任介護支援専門員 １以上 居宅介護支援の提供
介護支援専門員 ３以上 居宅介護支援の提供

４ 営業日及び営業時間
① 営 業 日 月曜日から金曜日までとします。ただし、祝祭日・夏期休暇（８／１４

～８／１６）年末年始休暇（１２／３１～１／３）を除きます。
② 営業時間 午前８時３０分～午後５時３０分までとします。

但し、電話等により２４時間常時連絡が可能な体制とします。

５ 居宅介護支援の提供方法
① 利用者の相談を受ける場所

なのはな居宅介護支援事業所又は、利用者の指定する場所（自宅、介護保険施設等）
② 使用する課題分析表の種類

居宅サ－ビス計画ガイドライン方式
③ サ－ビス担当者会議の場所

自宅又は利用者の指定する場所（なのはな居宅介護支援事業所、介護保険施設等）
④ テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリング

以下の条件を全て満たす場合にはテレビ電話装置その他の通信機器を活用したモニタ
リングを実施します。
①利用者の同意を得ること。
②サービス担当者会議等において次に掲げる事項について主治医、担当者その他
の関係者の合意を得ていること。
ⅰ 利用者の状態が安定していること。
ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること。

（家族のサポートがある場合も含む）



ⅲ テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、
他のサービス事業者との連携により情報を収集すること。

③少なくとも２月に１回は利用者の居宅を訪問すること。

６ 利用料及びその他の費用
① 要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自己負担はあり
ません。（無料）
介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、支援事業者に直接保険給付が行わ

れない場合があります。その場合、お客様には１ヶ月につき下記の利用料をお支払いい
ただきます。利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書と領収書を発行します。
（後日、サービス提供証明書と領収書を所在の市町村窓口に提出しますと、差額の払い
戻しを受けることができます。）

要介護１・２ １０，８６０円
居宅介護支援利用料

要介護３・４・５ １４，１１０円

中山間地域等に居住 厚生労働大臣が定める地域に居住する利用者に対し、 所定単位数の５
する者へのサービス 通常の事業の実施地域を越えて、居宅介護支援を行っ ％を加算
提供加算 た場合

新規に指定居宅介護支援を行った場合又は要介護状態区
初回加算 分が２段階以上変更となった場合に、指定居宅介護支援 ３，０００円

を行った場合

以下の項目を満たす場合
・常勤かつ専従の主任介護支援専門員を１名以上配置
・常勤かつ専従の介護支援専門員を３名以上配置
・伝達会議等を定期的に開催
・２４時間対応可能な体制
・計画的に研修を実施
・地域包括支援センターとの連携による支援困難な事
例の受け入れ
・家族に対する介護等を日常的に行っている児童、障
害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者
への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等

特定事業所加算Ⅱ への参加 ４，２１０円
・減算要件に該当していない
・介護支援専門員１人当たりの利用平均件数が､４５件
未満
・法定研修等における実習受入事業所になるなど人材
育成への協力体制の整備
・他法人の居宅介護支援事業所と共同した事例検討会
等の実施
・必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援サ
ービス（インフォーマルサービスを含む）が包括的に
提供されるような居宅サービス計画を作成

入院時情報連携加算 入院した日のうちに、病院又は診療所の職員に対して利
２，５００円

（Ⅰ） 用者に関する必要な情報を提供した場合

入院時情報連携加算
入院した日の翌々日以内に、病院又は診療所の職員に対

２，０００円
(Ⅱ)

して利用者に関する必要な情報を提供した場合

退院・退所に当たり、病院等又は介護保険施設の職員と
面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供を１回

退院・退所加算(Ⅰ) （カンファレンス以外により）受けた上で居宅サービス ４，５００円
イ 計画を作成し、居宅サービス及び地域密着型サービスの

利用に関する調整を行った場合



退院・退所に当たり、病院等又は介護保険施設の職員と
面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供を１回

退院・退所加算(Ⅰ) （カンファレンスにより）受けた上で居宅サービス計画 ６，０００円
ロ を作成し、居宅サービス及び地域密着型サービスの利用

に関する調整を行った場合

退院・退所に当たり、病院等又は介護保険施設の職員
と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供を２

退院・退所加算(Ⅱ) 回以上（カンファレンス以外により）受けた上で居宅 ６，０００円
イ サービス計画を作成し、居宅サービス及び地域密着型

サービスの利用に関する調整を行った場合

退院・退所に当たり、病院等又は介護保険施設の職員と
面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供２回（う

退院・退所加算(Ⅱ) ち１回以上はカンファレンスにより）受けた上で居宅サ ７，５００円
ロ ービス計画を作成し、居宅サービス及び地域密着型サー

ビスの利用に関する調整を行った場合

退院・退所に当たり、病院等又は介護保険施設の職員
退院・退所加算(Ⅲ) と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供を３

回以上（うち１回以上はカンファレンスにより）受け ９，０００円
た上で居宅サービス計画を作成し、居宅サービス及び
地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合

利用者が医師又は歯科医師（以下、医師等）の診察を

通院時情報連携加算
受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生

５００円
活環境等の必要な情報提供を行い、医師等から利用者
に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス
計画に記録した場合

緊急時等居宅カンフ
病院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問しカン ２，０００円

ァレンス加算
ファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス又は地域
密着型サービスの利用調整を行った場合

終末期の医療やケアの方針に関する等外利用者又はその
家族の意向を把握した上で、在宅で死亡した（訪問後２
４時間以内の在宅以外を含む）利用者において、以下の
項目を満たしていた場合
・２４時間の連絡体制と必要に応じて、居宅介護支

４，０００円
ターミナルケアマネ 援を行うことができる体制の確保
ジメント加算 ・利用者又は家族の同意のもと、死亡日及び死亡前

１４日以内に２日以上の在宅訪問の提供
・訪問による身体状況等の記録と主治医及び居宅サー
ビス計画による居宅サービス事業者への情報の提供・
「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス
に関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行う

② 通常の事業の実施地域を越えて行う居宅介護支援に要した交通費は、無料とします。

③ 看取り期におけるサービス利用に至らなかった場合
ケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供さ
れたものと同等に取り扱うことが適当と認められるケースについて、居宅介護支援の
基本報酬の算定を行います。

④ 業務継続未実施減算及び高齢者虐待防止措置未実施減算が適用となる場合には相当す
る単位を減算して算定します。

７ 通常の事業実施地域
一関市(旧一関市)区域とします。
なお、当該地域を越えサービスが行われることを妨げるものではない。



８ 相談・要望・苦情の対応等
① 下記により、当事業所の居宅介護支援等に関するご相談・要望・苦情及び居宅サービ
ス計画に基づいて提供している各サ－ビスについてのご相談・要望・苦情を承ります。

担 当 者 秋 保 律 子（相談苦情責任者）

所在地 一関市中央町２丁目５番１３号

事業所相談苦情窓口
電話番号 ０１９１－３１－１７１７
Ｆ Ａ Ｘ ０１９１－３１－１７１８
携帯電話 ０９０－７５２１－３４６０
受付時間 当事業所営業日・営業時間
※ご意見箱を事業所内に設置しています。

所在地 盛岡市大沢川原三丁目７番３０号

岩手県国民健康保険団体連合会
電 話 ０１９－６０４－６７００

保健介護課
ＦＡＸ ０１９－６０４－６７０１
受 付 ９：００～１７：００

（土、日、祝祭日、12/29～1/3は除く）
所在地 一関市竹山町７番２号

一関地区広域行政組合 電 話 ０１９１－３１－３２２３
介護保険課 受 付 ８：３０～１７：１５

（土、日、祝祭日、12/29～1/3は除く）
・所在地の各市町村介護保険担当課

その他 （介護保険の相談苦情窓口）
・最寄りの在宅介護支援センター、民生委員等。

９ 事故発生時等の対応
サービスの提供により、事故が発生した場合等においては、迅速かつ適切に必要な対応を

講じます。（ 家族、関連機関への連絡調整等。 ）

病 院 名

住 所
病院名及び主治医

主 治 医 氏 名

電 話 番 号

氏名（続柄）

緊急連絡先（家族等） 住 所

電 話 番 号

10 秘密保持・個人情報保護
事業者、従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密・個人情報を保持します。但

し、介護支援上必要ある場合（別紙「個人情報の利用目的」の範囲内）については、利用者
及びその家族の情報を使用します。

11 当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状
況は別紙のとおりです。

12 担当の介護支援専門員

あなたを担当する介護支援専門員は です。
居宅サービス計画の作成にあたり、複数の指定居宅サービス事業者の紹介やその選定理由
の説明などを求めることができます。
担当する介護支援専門員が変更となる場合は、事前に連絡をし、同意を得るものとします。

13 サービス利用に当たっての留意事項
居宅介護支援の提供の開始後、もし入院された場合、担当ケアマネジャーの氏名と当事業
所の連絡先を入院先医療機関に提供してください。



14 ハラスメントの防止
適切なサービスの提供を確保する為、利用者やその家族又は代理人等から、性的な言動や

優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより労働
者の就業環境が害された場合、契約を解除する場合があります。

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて重要な事項を説明しました。
事業者

所 在 地 岩手県一関市中央町二丁目５番１３号
名 称 なのはな居宅介護支援事業所
連 絡 先 ＴＥＬ ０１９１－３１－１７１７

ＦＡＸ ０１９１－３１－１７１８

説明者氏名

私は、本書面により、事業者から居宅介護支援についての重要事項の説明を受け、居宅介護支
援サービス提供の開始に同意します。

令和 年 月 日

利用者
住 所

氏 名

代理人
住 所

氏 名



※別紙

①前６ヶ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護
福祉用具貸与の各サービスの利用割合

訪問介護 ３１．０％

通所介護 ４３．５％

地域密着型通所介護 １１．８％

福祉用具貸与 ５７．４％

②前６ヶ月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所護、
福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合

なのはなヘルパーステーション ２８．４％

きずな訪問介護ステーション訪問介護 １６．７％

ツクイ一関 １５．５％

いこいリハトレセンター「げんき」 １４．７％

デイサービスセンターひまわり
通所介護

１２．５％

ツクイ山目 １１．３％

デイサービス シエスタ一関 ３５．７％

リハトレしづか亭地域密着型通所介護 １６．３％

デイサービスセンター須川の郷 １５．３％

小田島アクティぼだいじゅ一関店 ３２．４％

ライフケア幸成堂福祉用具貸与 ２２．７％

アルプスビジネスクリエーション一関営業所 １１．７％

判定期間 令和 ６年度
前期（３月１日から８月末日）
後期（９月１日から２月末日）


